




イ 小麦 

  はだか麦の豊作が続き供給が需要を上回っていることに対応するため、実需者か

ら作付要望のある小麦の作付けを推進する。 

 

ウ 大豆 

大豆生産は各生産者において単収が大きく異なっており、地域内において非常に単

収の低い生産者も存在している。また、大豆栽培には専用の収穫機の導入が必要であ

るが、高額であるため経営安定のためには、十分な収益をあげられる栽培技術の確立

が必要となっている。こうしたことから、各関係機関と連携し、栽培技術向上のため

の講習会等を行い、収益の確保に向けた支援を拡充し、作付面積の維持、拡大を図る。 
 

エ 飼料作物 

高騰する飼料の安定供給のため、飼料作物については実需者の要望を情報開示し、

積極的な取組について推進する。 

 

（５）そば、なたね 

そば、なたねについては、地域活動の一環としての活性化や直販所等での販売に

対し支援を行う。 

 

（６）地力増進作物 

周桑地区で取り組んでいる里芋については連作ができず、約２年から３年は同じ

圃場で作付けができないため、ローテーションで圃場を回していくためには、作付

面積の３倍の面積確保が必要となる。そのような圃場でレンゲを有効的に活用する

ことで、翌年以降の単収向上に繋げる。また、ソルゴーについては、緑肥としての

効果だけではなく、根が固い地盤の層を貫通することで、圃場の排水性が向上する

ことにより、今まで畑作物（高収益作物）が栽培できなかった圃場で栽培ができる

ようになることや、現在畑作物を栽培している圃場で翌年以降の単収向上が見込め

るため、支援を行う。 

 

（７）高収益作物 

ア 露地野菜 

キュウリ、里芋、玉ねぎ、ブロッコリーの露地野菜は、共選が主な出荷販売先で

あり市場等からの引き合いは強い。特に里芋については市場から生産量の増加要望

が強く、需要が増加している。また近年青ネギの作付面積が拡大され、業務用や加

工用向けの販売額も増加しており、新たな産地野菜として定着しつつある。このよ

うな中で生産農家の高齢化による作付面積の減少が懸念される状況ではあるが、新

規生産者の増加と作付面積の拡大を推進し、あわせて一層のブランド化を図り、産

地化による安定販売と所得確保を目指す。 

 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ７ 産地交付金の活用方法の概要  

  別紙のとおり 
 

 








